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新 旧 対 照 表（構造改革特別区域計画） 

 

新 旧 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

   北海道紋別郡湧別町 
 

２ 構造改革特別区域の名称 
地場産品を使用した安全で安心な給食特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 
  北海道紋別郡湧別町の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 
  旧湧別町と旧上湧別町が合併し、平成 21年 10月 5日に誕生した湧別町は、

北海道の東北部、オホーツク海沿岸のほぼ中央部に位置し、東に道内で一番

大きな湖であるサロマ湖を擁し、北見峠に水源を発している湧別川が中央を

流れ、この流域に農業に適した肥沃な平坦地が広がっている。 

  気象はオホーツク海型気象地帯としての特色を持ち、四季を通じて日照時

間が長く、降水量は年間 600～800ｍｍと少なく、かつ冷涼な気候である。2月

にはオホーツク海に押し寄せた流氷が接岸し冷え込みが一段と厳しくなる

が、冬期の降雪量は少なく快適な生活地域となっている。 

  本町の歴史はオホーツク海にそそぐ湧別川河口から始まる。明治当初、未

開の地であったこの地域にわずかの和人が住み着き、先住民であるアイヌの

人たちと共に漁業や狩猟、そして農場を営んでいた。本格的に開拓の鍬が入

ったのは、明治 30 年、31年で、全国から北辺の開拓と警備の任務を志した屯

田兵 399戸が入植し、未開の大地を開墾し近代的な集落を築き上げ、明治 39

年には湧別村が誕生したが、明治 43 年には分村し「下湧別村（旧湧別町）」

と「上湧別村（旧上湧別町）」が誕生した。その後、大正 10年には名寄本線、

昭和 28 年には湧網線が全線開通し人や物資の交流に大きな役割を果たして

いたが、昭和 62年に湧網線、平成元年に名寄本線が廃止となり、旧両町の過

疎化に拍車をかけている。 

  北をオホーツク海に面する旧湧別町は、総面積 344.35平方キロメートル、

その 6 割を森林が占めている。人口は昭和 25 年の 14,747 人をピークに減少

が続き、平成 17年の国勢調査では総人口 4,917 人、世帯数 1,759戸となって

いる。基幹産業は農業及び漁業を主体とする第 1 次産業で、これらと連携し

て商工業が発展している産業構造となっている。 
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  一方、旧湧別町と三方を隣接しやや内陸側に位置する旧上湧別町は、総面

積 161.39平方キロメートルと当時の網走支庁管内では一番小さな町である。

人口は昭和 30年の 11,354人をピークに減少が続き、平成 17年の国勢調査で

は総人口 5,841 人、世帯数 2,335 戸となっている。基幹産業の農業を中心に

農水産物の加工業や建設業が発展し、近年は 120 万本を誇るチューリップ公

園が有名で、毎年 5 月には道内外から 10 万人を超える観光客で賑わってい

る。 

  最近の傾向として、旧両町とも人口の減少率は鈍化しているが、総人口の

減少に伴い幼齢人口（14歳以下）及び生産年齢人口（15歳～64歳）の減少が

進み、総人口に占める老齢人口（65 歳以上）の割合が高くなり、少子・高齢

化が顕著になってきている。 

  旧両町は、元々一つの村で隣接していることから、上下水道事業や学校給

食等について共同設置するなど、人的・経済的にも密接な関係にあり、佐呂間

町を含めた 3 町による合併協議を行ったが、破綻した経緯がある。その後、

旧湧別町と旧上湧別町の２町による協議により、平成２１年１０月５日に合

併した。 

  現在、少子高齢化が本町の最大の課題であり、特に少子化への対応が急務

となっている。 

  本町の特色として水産加工業や第３次産業への就業率が高く、女性の就業

割合が高いことから共働き家庭も多くなっており、子育て支援として保育所

に対する期待はたいへん大きいものがある。 

  また、少子化に伴い本町の就学前児童数は年々減少していることから４ヵ

所ある保育所を公私連携幼保連携型認定こども園１ヵ所、保育所型認定こど

も園１ヵ所、保育所１ヵ所の３ヵ所に統廃合し、統廃合後の２ヵ所の町立保

育所型認定こども園及びでそれぞれ給食を調理し食事を提供することは、調

理や食材を購入する上で非常に不経済な状況となっている。 

一方、朝食抜きで通所する児童がいたり、児童が偏った食生活を送ったり、

食事を作れない保護者がいる等の事項が問題化しており、食育は子どもたち

の健やかな成長のために早急に取り組まなければならない課題となってい

る。学校給食センターにおいては当地域の新鮮で豊富な農産物及び魚介類を

使用した給食を提供しており、これらを活用した食育プログラムを保育所か

ら中学校まで一貫して実施したい。 

本町で設置している湧別町学校給食センターは、同じく近年の少子化の影

響で小・中学生の数が減少しており、施設の設備や処理能力に余裕が生じて

いる現状にある。 
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５ 当該規制の特例措置の内容 

  本町の２保育所で提供する給食について「公立保育所における給食の外部

搬入方式の容認事業」を活用し、学校給食センターにて一括調理し各保育所

に搬入することにより、調理員の人件費削減、食材の一元購入、調理業務の

効率化などが図られ、経費の節減につながることが期待される。また、保育

所、小学校、中学校と一貫した食育の推進が図られるとともに、幼児期から

１５歳まで発達段階に応じた給食の提供が可能となる。 

 
６ 構造改革特別区域計画の目標 
  保育所の給食を小・中学校と同一の学校給食センターから搬入して実施す

ることにより、就学前から小学校と同じ献立の学校給食に慣れることができ、

スムーズな学校生活への移行が可能となる。また、幼児期から望ましい食習

慣を身につけさせ、生涯にわたり健康的な生活を送れるよう、保護者に対し

ても子育てをしていくうえでの食の重要さを啓発していく。 
  食材については、地元生産者と連携して安全・安心・良質な地元産品の積

極的な活用に努め、地産地消を基本に地域農水産物への理解を深めてもらう

とともに、安全かつ質の高い給食の提供に努める。 
  さらには、学校給食センターでの一括調理により保育所の運営経費の節減

を図り、その節減された財源を多様化する子育て支援サービスの拡充に充て

るため、本町において地域の子育てに対するニーズを把握し、必要な施策の

実施及び充実に努める。 
 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効

果 
  新鮮で安全・安心・良質な地元産品を取り入れた給食を提供し、幼児期か

らの一貫した食育を推進することにより、子ども達はもとより保護者に対し

ても食の重要さ、地場農水産物や農業・漁業への関心を高め、心豊かな人間形

成に寄与する。 
  また、学校給食センターにおいて小・中学校の給食とともに、保育所の給

食を一括調理することにより、食材の一元購入や調理施設の集約化・有効活

用が図られ、調理業務の効率化や経費の節減が可能となる。こうした保育所

運営経費の節減分を活用し、厳しい町財政の中で本町の子育て支援サービス

の充実と児童福祉の向上が図られる。 
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８ 特定事業の名称 
  ９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事

業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体

が必要と認める事項 
 （１）保育所と小・中学校における一貫食育の実施 
    乳幼児から中学校まで一貫した食育を進めるため、学校と保育所の関

係職員が協議し食育プログラムを作成する。 
    また、保育所の保育士・調理員と学校給食センターの栄養士・調理員

が食育プログラムによる献立を作成し、年代に応じた望ましい食習慣の

定着や、子ども達の健全な成長を促進する。 
 （２）経費節減による子育て支援サービスの拡大 
    給食センターからの外部搬入により節減された経費については、子育

てが安心してできるよう様々な子育て支援サービスの充実、子育て家庭

が必要とする情報提供、地域での子育てネットワークの形成などの取り

組みに活用する。また、多様化する保育サービスの要望に応えるため、

一時保育や延長保育等の拡充に努める。 
 （３）地産地消の推進 
    地元の安全で安心・良質な農水産物を使用した献立を検討し、地場産

品の使用率を高め地産地消を推進する。 
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 （２）経費節減による子育て支援サービスの拡大 
    給食センターからの外部搬入により節減された経費については、子育

てが安心してできるよう様々な子育て支援サービスの充実、子育て家庭

が必要とする情報提供、地域での子育てネットワークの形成などの取り

組みに活用する。また、多様化する保育サービスの要望に応えるため、

一時保育や延長保育等の拡充に努める。 
 （３）地産地消の推進 
    地元の安全で安心・良質な農水産物を使用した献立を検討し、地場産

品の使用率を高め地産地消を推進する。 
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新 旧 対 照 表（構造改革特別区域計画書 別紙） 

 

新 旧 

 別紙 
１ 特定事業の名称 
  ９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
  湧別町立湧別認定こども園(保育所型)、湧別町立芭露保育所 
   
 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  構造改革特別区域計画の認定の日 

  

４ 特定事業の内容 
  本町の２保育所の調理業務のうち、給食業務を湧別町学校給食センターか

らの外部搬入により実施する。各保育所への搬送については、専用の保管庫

に収納し専用車両により行う。 
給食センターからの外部搬入の対象児童については、３歳未満児を含む全

ての児童を対象者とする。 
 
 
 
なお、搬入された給食の配膳や主食及び加工については、各保育所内の調

理室において保育所の調理員が行う。 
また、食物アレルギーなどを持つ児童・生徒への対応について、小・中学校

ではアレルギーの特性に配慮した給食を提供しているが、保育所の児童につ

いても、保護者等からの情報提供により、アレルギーを持つ児童や体調不良

の児童等について、保育所調理室にて児童の状況に対応した食事を確保する

など、きめ細やかな対応を行う。 
  なお、給食の外部搬入の対象とする公立保育所は次のとおりである。 

○湧 別認定こども園 (保育 所型)  湧別町栄町 143番地の 1 
○芭露保育所            湧別町芭露 413番地 

    

 

 

別紙 
１ 特定事業の名称 
  ９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
  湧別町立湧別保育所、湧別町立芭露保育所 
  湧別町立中湧別保育所、湧別町立上湧別保育所 
 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  構造改革特別区域計画の認定の日 

  

４ 特定事業の内容 
  本町の４保育所の調理業務のうち、給食業務を湧別町学校給食センターか

らの外部搬入により実施する。各保育所への搬送については、専用の保管庫

に収納し専用車両により行う。 
給食センターからの外部搬入の対象児童については、３歳未満児を含む全

ての児童を対象者とする。 
 
 
 
なお、搬入された給食の配膳や３歳未満児の主食及び加工については、各

保育所内の調理室において保育所の調理員が行う。 
また、食物アレルギーなどを持つ児童・生徒への対応について、小・中学校

ではアレルギーの特性に配慮した給食を提供しているが、保育所の児童につ

いても、保護者等からの情報提供により、アレルギーを持つ児童や体調不良

の児童等について、保育所調理室にて児童の状況に対応した食事を確保する

など、きめ細やかな対応を行う。 
  なお、給食の外部搬入の対象とする公立保育所は次のとおりである。 

○湧別保育 所  湧別町栄町 143番地の 1 
○芭露保育所  湧別町芭露 413番地 

   ○上湧別保育所  湧別町上湧別屯田市街地 71番地の１ 

   ○中湧別保育所  湧別町中湧別中町 3021番地の１ 

 



 2 

新 旧 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  湧別町学校給食センターは、１，７００食（１日当り）を調理する能力を有

しているが、現在は約１，１８０食（１日当り）の給食を提供している。 

  本特例措置により、給食に要する食材を一括購入することで、効率的な給

食運営を目指すこととし、本特例措置の実施にあたっては、「保育所における

食事の提供について（平成２２年６月１日付雇児発第０６０１第４号）」の留

意事項を遵守する。 

 

  なお、本特例措置による給食の外部搬入については、搬入元との委託契約

が求められているが、当地域の場合は本町が設置している給食センターから

町立保育所への搬入であり、委託契約の締結は困難なことから、「湧別町立保

育所等の給食外部搬入実施要領（案）」により、保育所を所管する健康こども

課と給食センターとの間で本要領に従って外部搬入を実施することで対応す

る。 

 

◆搬入元【湧別町学校給食センターの概要】 

面   積 ７８０．６０㎡ 

職員配置

数 

学校栄養職員１名、調理員（嘱託）１０名、事務職 

員１名 

調 理 能

力 
１，７００食 

調理器具

等 

冷蔵室、冷凍室、食器消毒保管庫、食缶消毒保管庫、 

食器洗浄機、野菜切機、蒸し器、食缶洗浄機、 

球根皮剥機、検食用保管冷凍庫、ガス回転釜等 

  

◆搬入先【公立保育所調理室の概要】 

施 設 名 調理室の面積 調理員配置数 調理能力 

湧別認定こ

ども園 (保

育 所型 ) 

２６．３㎡ ２名 １２０食 

芭露保育所 １９．８㎡ １名 ４５食 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  湧別町学校給食センターは、１，７００食（１日当り）を調理する能力を有

しているが、現在は約１，１８０食（１日当り）の給食を提供している。 

  本特例措置により、給食に要する食材を一括購入することで、効率的な給

食運営を目指すこととし、本特例措置の実施にあたっては、「構造改革特別区

域における『公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業』について

（平成２０年４月１日付雇児発第０４０１００２号）」の留意事項を遵守す

る。 

  なお、本特例措置による給食の外部搬入については、搬入元との委託契約

が求められているが、当地域の場合は本町が設置している給食センターから

町立保育所への搬入であり、委託契約の締結は困難なことから、保育所を所

管する子ども支援課と給食センターとの間で「覚書」を締結することで対応

する。 

 

 

◆搬入元【湧別町学校給食センターの概要】 

面   積 ７８０．６０㎡ 

職員配置

数 

学校栄養職員１名、調理員（嘱託）１０名、事務職 

員１名 

調 理 能

力 
１，７００食 

調理器具

等 

冷蔵室、冷凍室、食器消毒保管庫、食缶消毒保管庫、 

食器洗浄機、野菜切機、蒸し器、食缶洗浄機、 

球根皮剥機、検食用保管冷凍庫、ガス回転釜等 

  

◆搬入先【公立保育所調理室の概要】 

施 設 名 調理室の面積 調理員配置数 調理能力 

湧別保育 所 

 

 

２６．３㎡ ２名 １２０食 

芭露保育所 １９．８㎡ １名 ４５食 
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各保育所調理

室の調理器具

一覧 

冷蔵庫、冷凍庫、食器消毒保管庫、調理台、 

洗浄シンク、ガス台、ガスレンジ、食器棚、 

配膳台、給湯器、検食保存用冷凍庫等 

  

 

 

 

 

① 本町の公立保育所では、現在まで保育所に設置された調理室で調理した給

食を入所児童に提供しており、保存、配膳及び給食の温度管理が可能な施設

として整備されていることから、外部から搬入する給食についても、この調

理室を活用して必要に応じ加熱、保存、配膳等を行うものとする。 

 

② 保育所児童の給食は、昼食１回、午前・午後のおやつ各１回であるが、昼

食については外部から搬入する。食事の内容は、学校給食と同じメニューと

し、年齢に適した分量、大きさ等を十分に考慮する。３歳未満児については、

発育や離乳食の時機に応じて提供する。 

食物アレルギー児等への対応については、現在も小・中学校でこれらの 

児童・生徒に配慮した給食を提供しているが、保育所児童についても保護者

からの情報をもとに、アレルギーに対応した食事を学校給食センター及び保

育所内調理室で確保する。 

また、体調不良児等については、児童の通所時に保護者との連携を密に 

すること、また、保育所嘱託医との相談体制を確立することにより、保育所

内の医務室等において適切に対処する。 

なお、おやつについては、これまでと同様に保育所の調理室で調理する

ものとする。 

 

③ 湧別町学校給食センターは、平成１０年度に約６億５千万円をかけて新築

し、食品の衛生管理について徹底し、安全な給食の提供を行ってきたが、今

後においては保育所との連携を密にし、社会福祉施設において外部搬入を行

う場合の衛生基準「保護施設等における調理業務について（昭和６２年３月

９日社施第３８号）」において準拠されている「病院、診療所等の業務委託に

ついて（平成５年２月１５日指第１４号）」の第４の２の規定及び「保育所に

おける調理業務の委託について（平成１０年２月１８日児発第８６号）」を

上湧別保育所 １６．２㎡ １名 ９０食 

中湧別保育所 ３４．４㎡ １名 ９０食 

各保育所調理

室の調理器具

一覧 

冷蔵庫、冷凍庫、食器消毒保管庫、調理台、 

洗浄シンク、ガス台、ガスレンジ、食器棚、 

配膳台、給湯器、検食保存用冷凍庫等 

  

① 本町の公立保育所では、現在まで保育所に設置された調理室で調理した給

食を入所児童に提供しており、保存、配膳及び給食の温度管理が可能な施設

として整備されていることから、外部から搬入する給食についても、この調

理室を活用して必要に応じ加熱、保存、配膳等を行うものとする。 

 

② 保育所児童の給食は、昼食１回、午前・午後のおやつ１回であるが、昼食

については外部から搬入する。食事の内容は、学校給食と同じメニューとし、

年齢に適した分量、大きさ等を十分に考慮する。３歳未満児については、発

育や離乳食の時機に応じて提供する。 

食物アレルギー児等への対応については、現在も小・中学校でこれらの 

児童・生徒に配慮した給食を提供しているが、保育所児童についても保護者

からの情報をもとに、アレルギーに対応した食事を保育所内調理室で確保

する。 

また、体調不良児等については、児童の通所時に保護者との連携を密に

すること、また、保育所嘱託医との相談体制を確立することにより、保育所

内の医務室等において適切に対処する。 

なお、おやつについては、これまでと同様に保育所の調理室で調理する

ものとする。 

 

③ 湧別町学校給食センターは、平成１０年度に約６億５千万円をかけて新築

し、食品の衛生管理について徹底し、安全な給食の提供を行ってきたが、今

後においては保育所との連携を密にし、社会福祉施設において外部搬入を行

う場合の衛生基準「保護施設等における調理業務について（昭和６２年３月

９日社施第３８号）」において準拠されている「病院、診療所等の業務委託に

ついて（平成５年２月１５日指第１４号）」の第４の２の規定及び「保育所に

おける調理業務の委託について（平成１０年２月１８日児発第８６号）」を
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遵守するとともに、保健・衛生面、栄養面については保健所による助言・指

導・相談等に従い適正な運用に努める。運搬方法については、「クックサー

ブ」方式によることする。 

また、給食搬入についても「学校給食衛生管理の基準」に従い、衛生管理

に努めることとし、密閉式の給食専用コンテナに詰め込み専用運搬車で搬入

し、保育所の調理員が受領し配膳を行う。 

 使用したコンテナについては午後より回収するが、回収した食缶は、給食

センターにおいて食缶洗浄機による徹底した洗浄と十分な消毒を行った後、

食缶消毒保管庫にて保管する。 

 

④ 保育所児童の食事の内容・回数・時機などに適切に対応できるよう配慮す

るとともに、必要な栄養素量の確保について栄養士と連携を図り、食を通じ

た子どもの健全育成（食育）を推進するため、食育プログラムを作成し、適

切な食事の提供に努める。 

また、食育プログラムの実施にあたっては、保育所関係職員による情報の

共有と給食の適正な運営のための評価を定期的に行い、給食運営の改善に

努める。 

 

６ 湧別町学校給食センター給食配送計画 

    ・午前 ８時００分 調理開始 

    ・午前１０時００分 調理完了・配送準備 

・午前１０時１０分 学校給食センター出発 

    ・午前１０時２０分 湧別認定こども園(保育所型)到着 

              ・給食専用コンテナを調理室へ搬入 

    ・午前１０時５０分 芭露保育所到着 

              ・給食専用コンテナを調理室へ搬入 

              ・給食専用食缶（保温タイプ）を調理室へ搬入 

・午後より給食専用コンテナの回収 

コンテナを回収し、給食センターにて洗浄及び消毒後に食缶消毒保

管庫にて保管する。 

 

 

 

 

 

遵守するとともに、保健・衛生面、栄養面については保健所による助言・指

導・相談等に従い適正な運用に努める。運搬方法については、「クックサー

ブ」方式によることする。 

また、給食搬入についても「学校給食衛生管理の基準」に従い、衛生管理

に努めることとし、密閉式の給食専用コンテナに詰め込み専用運搬車で搬入

し、保育所の調理員が受領し配膳を行う。 

 使用したコンテナについては午後より回収するが、回収した食缶は、給食

センターにおいて食缶洗浄機による徹底した洗浄と十分な消毒を行った後、

食缶消毒保管庫にて保管する。 

 

④ 保育所児童の食事の内容・回数・時機などに適切に対応できるよう配慮す

るとともに、必要な栄養素量の確保について栄養士と連携を図り、食を通じ

た子どもの健全育成（食育）を推進するため、食育プログラムを作成し、適

切な食事の提供に努める。 

また、食育プログラムの実施にあたっては、保育所関係職員による情報の

共有と給食の適正な運営のための評価を定期的に行い、給食運営の改善に

努める。 

 

６ 湧別町学校給食センター給食配送計画 

○旧湧別町方面 

    ・午前 ８時００分 調理開始 

    ・午前１０時００分 調理完了・配送準備 

・午前１０時１０分 学校給食センター出発 

    ・午前１０時２０分 湧別保育所到着 

              ・給食専用コンテナを調理室へ搬入 

    ・午前１０時５０分 芭露保育所到着 

              ・給食専用コンテナを調理室へ搬入 

              ・給食専用食缶（保温タイプ）を調理室へ搬入 

・午後より給食専用コンテナの回収 

コンテナを回収し、給食センターにて洗浄及び消毒後に食缶消毒保

管庫にて保管する。 

 

○旧上湧別町方面 

    ・午前 ８時００分 調理開始 

    ・午前１０時００分 調理完了・配送準備 
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・午前１０時１０分 学校給食センター出発 

    ・午前１０時１５分 中湧別保育所到着 

              ・給食専用コンテナを調理室へ搬入 

    ・午前１０時４５分 上湧別保育所到着 

              ・給食専用コンテナを調理室へ搬入 

・午後より給食専用コンテナの回収 

コンテナを回収し、給食センターにて洗浄及び消毒後に食缶消毒

保管庫にて保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	00 変更の認定申請書
	01 構造改革特区計画(本体)
	02 構造改革特区計画(別紙)
	03 新旧対照表(計画書本体)
	04 新旧対照表(計画書別紙)
	05 添付書類一覧
	06 区域図
	07 工程表
	工程表

	07_02 工程表
	Sheet1

	08 給食搬送経路図
	09 主体（保育所）の特定状況（上湧別町及び湧別町）
	10 食育計画書
	11 関係者の意見
	12_1 湧別認定こども園調理室見取図
	12_2 芭露保育所調理室見取図
	13_1 湧別認定こども園調理室写真
	13_2 芭露保育所調理室写真
	14 給食センター見取図
	15 給食センター写真
	16 給食外部搬入実施要領(案)

